
四国地方整備局

 四国地方整備局におけるICT施工促進について

 四国地方整備局　企画部 施工企画課
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高知県i-Construction講座【令和３年１０月２７日～２９日】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

○費用負担・積算関連
○小規模現場ICT
○人材育成
○発注形式
○インセンティブ
○補助金・支援制度
○DX
○ICT成果の活用
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（本日の内容）



四国地方整備局
インフラDX・i-Construction・新技術（ICT）概念図

②i-Construction：生産性向上

新技術新技術

①インフラDX：生産性向上＋コロナ等情勢変化及びデジタル化対応

新技術

新技術

新技術

新技術

③新技術
（ICT）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・数年前からDXと言う言葉はきかれはしていた
・新型コロナウイルスの影響　デジタル技術不可欠だと認識が深め・昨今急速に建設分野でも点検・検査分野からDXの流れがはじまってきている
・H28からはじまったi-Constructionは生産性向上だけのためだったがそれプラスコロナによる遠隔技術にみられる不可避な流れが加わる。
・DXの「手段」として「新技術」が脚光をあびてきており、新技術に関する局内打合せも4月から桁違いに増加。
・その新技術の最近の環境についてお話させていただきます。



四国地方整備局

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

ICT適用拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（床堀工、小規模土工）

工種拡大とは具体的に

・実施要領
・積算要領
・出来形管理要領
・監督／検査要領��
策定

・入札公告等記載例
現場説明書記載例��
・特記仕様書記載例
検査マニュアル  

運用

・本省実施要領に係る運用 

【本省】 【整備局】
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https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html
http://ww1.skr.mlit.go.jp/kikaku/gikan/index.html


Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

業団体からの意見・要望及び対応方針
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民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定

5/19 提案募集

国土交通省 提案者

募集要領作成

7/1～7/27
策定・改定対象確認

（必要に応じて、対象の絞り
込み）

提案された基準類の検証

基準類の策定・改正案作成確認

通知

ＩＣＴ導入協議会の
構成団体・機関※

基準類の提案
概要書

基準類の検討

※学からの提案については
構成団体・機関を通じて提案

○提案・要望受付
・ヒアリング
・策定・改定対象の選定
・策定時期及び新規策定、改定
等取組

基準類素案の提案

8/5 ＩＣＴ導入協議会

ICT導入協議会
基準WG

◯ Ｒ１年度よりＩＣＴ施工の基準に対する、民間提案を募集

◯ 今年度も５月～６月にかけて民間提案の募集を実施
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第11回協議会における意見及び対応方針

項目 主な意見・要望 対応方針

①ＩＣＴ施工の対
象工種の拡大に
向けた取組につ
いて

・断面計測から面的計測に変更されたこと
でデータ密度が上がっている。工種や作業
によってはデータ密度を上げることによる
作業待ち時間の増加など生産性が阻害さ
れてしまう場合があり注意が必要

・路盤工は、多くのデータを取得し、管理基
準を設定して頂きたい。

・今年度、3次元計測技術を用いた
出来形管理要領(橋台、橋脚）(案)を
策定。R3年度に要領に基づいた試
行を行い生産性等について検証を
行います。

・今年度、加速度応答法を用いた路
盤の締固め管理要領(案) を策定。
R3年度に要領に基づいた試行を行
いデータの検証を行います

②ＩＣＴ施工の普
及に関する業協
会等からの意見
について

・３次元計測技術や位置計測技術は日進
月歩で進化しており、施工者としては、ど
んどん新しい利用技術を適用拡大していき
たい。出来形管理や検査に利用するため
に、新技術を適宜認めていただくための仕
組みの構築も検討いただきたい。

・地方自治体でのＩＣＴ活用（発注）が進ん
でいない。発注者側の課題解決にも寄与
できる対応を検討いただきたい。

・ＩＣＴを提案あるいは運用支援を行うパー
トナー（民間企業）が欲しいとの意見もあっ
た。現場での課題意識やカイゼンを実現す
るためにはＩＣＴのプロフェッショナルとなる
パートナーの存在も必要だと思う。

・民間提案による基準類の作成を実
施。今年度は、土工、法面工、護岸
工の３工種において基準類の改定を
実施、R3年度も民間提案を継続して
行います。

・地方自治体へのICT活用拡大を図
るため９地方自治体においてサポー
ト実施。R3年度も継続します。
・ICT施工未経験企業へのアドバイ
スを行うアドバイザー制度を一部地
整で導入しており、その知見を集約・
体系化し、全国的な普及を図ります。
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第11回協議会における意見及び対応方針

項目 主な意見・要望 対応方針

③ＩＣＴ施工の普
及拡大に向けた
取組について

・リーンマネジメントは、現場での
課題解決やカイゼンの実施が重
要なポイントです。検討を進めて
いただけると良い。

・固有技術として、定置式水平ジブクレーンを
活用した現場内運搬作業の効率化を検討中。
・ICT施工アドバイザー制度等における知見の
集約・体系化において、リーンマネジメントの
考え方を組み入れて参ります。

④ＩＣＴ施工に関
する安全性の向
上について

・人力班との共同作業を削減する
ためアタッチメントの活用も含め
て作業のやり方の変更について
も検討して頂きたい。

・テーマ設定型技術公募「建設機械の安全装
置に関する技術」として検討を進めております。
また建設機械の多様なアタッチメントについて、
法所管省庁との調整を行うべく、関係業団体
と現場の実態調査について準備を進めており
ます。

⑤パワーアシス
トスーツ導入に
ついて

・ある特定の作業を繰り返す際に
効果があるが、建設業のような、
多種多様な作業には課題も多い、
評価条件や指標をうまく整理する
必要がある。

・今年度は、パワーアシストスーツの導入効果
を把握するため人力土工運搬や仮設足場の
運搬作業など、一連の作業条件を想定し現場
実証を行いました。作業場面によって効果が
期待できるものもあり、今後は実際の工事現
場において活用データを取得し、評価条件等
の整理を行って参りたいと思います

⑥革新的技術の
導入について

・ＰＲＩＳＭにより実用的な技術が
多く検討されている。事務局を通
じて情報共有して頂きたい。

・PRISM試行結果についてはR3.2.2～
R3.3.26の間、以下のホームページで動画を
公開しております

https://jice-seisansei.site/
16



ＩＣＴ施工の普及に関する業団体等からの意見及び対応方針

項目 ICT施工に関する主な意見・要望 対応方針

①費用負
担につい
て

・i-con対応の重機(BH,BD,TR等）は大型なもの
が多く、単価も通常の重機に比べ高価であると
感じる。小型重機にも対応し単価も下がれば、i-
conを使うメリットが活かされる。
・ICT機械費（リース等）のコストが合わない（高
すぎる）

・中小規模工事に対応したＩＣＴ建機の拡
大に向け、従来型の建設機械にアドオ
ンで装着可能なシステムの開発・実装
が民間企業で推進。普及状況を確認し、
基準類の整備を検討します。

②人材育
成につい
て

・ICTに対応する人材が不足、ＩＣＴ施工指導者
の派遣体制の充実。

・全国各地で施工者、発注者を対象に講習会、
見学会、シンポジウム等の開催の継続、中小企
業へのICT実体験講習会の開催してほしい。

・3次元情報の利活用ができる人材を育
成するため地方整備局に人材育成セン
ターを設置します。
・中小企業へのICT施工拡大に向け各
地方整備局で講習会等を実施しており
ます。

③発注機
関につい
て

・市町村発注工事で受注者側がICT施工を希
望しても変更協議に応じてくれないのが現状で
あり、市町村レベルでの導入に向けた積極的な
取組が必要。

・普及を目指すには、「発注者指定型」の発注を
増加させたほうが良い。

・地方自治体へのICT活用拡大を図るた
め９地方自治体においてサポートを実
施しております。

・ICT土工において、発注者指定型の範
囲の拡大を検討します。

今後、他の工種についても範囲の見
直しを検討します。
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ＩＣＴ施工の普及に関する業団体等からの意見及び対応方針

項目 ICT施工に関する主な意見・要望 対応方針

④３次元
設計につ
いて

・発注時に３次元設計データの提供があれば取
り組み易いと思う。

・工事業者だけでなく、測量・設計業者ものＩＣＴ
化の体制を地方に構築する。

・設計ﾃﾞｰﾀ作成費を初回も変更時もきちんその
都度計上してほしい。
・３次元起工測量、3次元設計データの作成等
は、取扱うソフトウェア操作方法の習得と、その
人材を確保・育成が必要。

・2023年度までに小規模を除く全ての
公共工事においてBIM/CIM原則適用に
向けて、段階的に適用を拡大します。

・3次元設計データ作成費用については
原則見積徴取としつつ、国の実績を基
にした算定式を見積参考資料として整
理します。

⑤工事成
績/入札時
のインセ
ンティブに
ついて

・ICT施工を行った場合のインセンティブを総合
評価や工事成績に反映してほしい。

・土工量の少ないⅡ型についてもⅠ型のように
入札時加点をしていただきたい

・入札時の総合評価落札方式において
加点措置を実施。また工事完成時には
工事成績評定において加点措置を実施
しております
・ICT土工においてⅠ型の範囲の拡大
を検討します。

⑥新規工
種要望等
について

・「基礎工」「砂防工」「砂防堰堤」の工種要望
・構造物点検(コンクリートクラック調査など）や
「災害対応・復興支援・地積測量」などを要望し
ます。

・管工事の床堀に、ICT技術活用のICT土工へ
の適用。

・砂防工については今年度土木工事標
準歩掛化を実施します。

・Ｒ３年度に基礎工について検討を実施。
他工種についても今後基準等の整備を
検討します。

・管工事等で使用している小型建設機
械へのICT機器の普及状況等を確認し
今後基準等の整備を検討します。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

費用負担・積算関連
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【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間

1

発注者

O
K

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設
計・施工計画

３次元設計データ等
を通信

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）見積のバラツキ 見積のバラツキ 経費の乖離

共通仮設費
（技術管理費）

直接工事費
（賃料）

・ 保守点検費
・ システム初期費

賃料の地域差

項 目 計上項目 積算方法
① 3次元起工測量 共通仮設費 見積徴収 による積上げ
② 3次元設計データ作成 共通仮設費 見積徴収 による積上げ

③
ICT建機施工 直接工事費 損料または賃料
（保守点検） 共通仮設費 算定式 による積上げ
（システム初期費） 共通仮設費 定額 による積上げ

④ 3次元出来形管理 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）
⑤ 3次元データ納品 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）

その他 社員等従業員給与手当
や外注経費等 現場管理費 率計上（通常工事と同率）

積算方法の改定
見積徴収
見積徴収
市場の単価を反映
算定式
定額
補正係数の設定
補正係数の設定

補正係数の設定

現 行 改定（案）

※直接工事費約１億円の河川工事の場合、
工事価格約153百万円→約155百万円（約200万円:1.3%)増

⑤
3次元
ﾃﾞｰﾀ
納品

（ICT建機賃料の改定含む）

共通仮設費
補正 1.2

現場管理費
補正 1.1

ＩＣＴICT施工補正係数改定におけ

についてCT施工のフロー
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四国地方整備局

項 目 計上項目 積算方法

① 3次元起工測量
共通仮設費 見積徴収 に

よる積上げ② 3次元設計データ作成

R2(現行）

○ ICT施工のうち、３次元起工測量、３次元設計データ作成費用は見積徴収している。
○ 国の基準を準用する地方公共団体も多いが、現場条件等により見積金額にバラツキが生じること

があり、見積金額の妥当性の判断が困難なことから歩掛化を求める声がある。

⇒原則、見積徴取としつつ、国の実績を基にした算定式を見積参考資料として整理

３D起工測量費用（単位：万円）

土工量（単位：ｍ３） 土工量（単位：ｍ３）

３D設計データ作成費用（単位：万円）

①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設計・
施工計画

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）見積のバラツキ 見積のバラツキ

ＩＣＴ施工の見積参考資料の策定
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

小規模現場のICT対応
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国土交通省では、ＩＣＴ等を用いた効率的な建設を目指す「i-Construction」を平成２８年度から推進し
ており、ICT 施工については、直轄工事で対象になり得る工事のうち約８割で実施。
その効果については、延べ作業時間が約３割縮減するなどの効果が現れている。
一方、地方自治体におけるICT施工の実施率は約３割にとどまっている。また中小建設業におけるICT施工の
経験企業の割合も５割程度となっており、中小建設業への普及拡大が課題となっている。
主に中小建設業が受注する小規模の建設現場では、従来のICT建機での施工ではコスト的に不利となる場
合があり、小型建設機械を活用したICT施工のニーズが高まっている。
また、汎用製品を使った計測技術など様々な新技術が開発・実用化されてきているが、中小企業では人材不
足も手伝い、新しい技術を活用する環境が整っていない状況。

ICT普及促進WGについて

【本WG設置の背景・目的】

○ 小規模の現場に対応したICT技術の活用方法等について現場実証を行い、定量的にとりまとめ、基準類を整
備することで、中小建設業の普及に向けた最適化を実施

○ 新技術やスマートフォンなどの汎用製品について建設現場への導入を検討し、「だれでも」「どんなときでも」ICT
技術を活用できるような環境整備を推進

ICT普及促進ワーキンググループ
委員名簿 （案）

(委員）
建山 和由 立命館大学理工学部環境都市工学科 教授
大臣官房技術調査課 建設生産性向上推進官
公共事業企画調整課 施工安全企画室長
国土技術政策総合研究所社会資本システム研究室長
農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室長
関東地方整備局
茨城県、埼玉県、兵庫県、山口県
(オブザーバ)
ICT導入協議会会員団体
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中小建設業にICTを普及させるための新たな取り組み

○ 直轄ではICT施工の実施率が８割に達した一方、地方自治体におけるICT施工の実施率
は３割に満たない状況。

○ 地方自治体発注工事を主体する中小企業にICTを普及させるために、施工規模や内容に
応じたICT機器の使い分けを明確にし、コストと生産性の両立を実施

◯ 中小企業においてはコストや人材などの面で必要な初
期投資が難しく経験企業が５割となっている。

◯ ICT施工ではMC機能を持った機械で施工を行い、面管

理を行うため、機械経費や間接費が従来施工と比べコ
ストが割高となっている

〈現状〉
currently

〈最適化〉
optimization

〈効果〉
effect

・ICT建機を現場状況に応じて賢く使い分け

コストと生産性の両立を目指したICT機器の使い分け

マシンコントロール 施工量(大) ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ
施工量(小) ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

・普及拡大
・コスト縮減

床堀などの出来
形計測の必要
がない作業は
小型建機＋MG
で行い低コスト
化

中型建機0.8m3級～ 小型建機0.1m3級～

・出来形管理の最適化

・ICTを賢く使い中小建設業の普及促進

専用機械 汎用機械（スマホなど） 小型構造物で
は汎用機械を
用い出来形計
測を低コスト化

・汎用機械使用

財務省財政制度等審議会財政制度分科会歳出改革部会資料 より
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ICT建機の使い分けが有効なユースケース

○ 都市部や市街地で行う修繕工事等ではドローンによる測量が困難である。ＴＬＳ等を用いたレーザ測量を行
う場合でも障害物があり、複数回測量を実施しなければならないなど効率的な出来形管理（面管理）が困難な
状況が発生している。

○ また、小規模な現場ではマシンコントロールによる施工を行っても機械の稼働率が低く、コスト面で割高とな
るケースがあり、小型施工機械のﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ技術などが開発されている。

○ 今後、当該技術のような新技術の現場実証、基準類の整備を促進し、生産性向上を加速

工事規模・内容によりＩＣＴ機器を使い分け

面的な出来形管理 断面管理

●施工規模の大きい現場(新設工事） ●狭小箇所の現場（都市部・修繕工事など）

• 機能の絞込み
• 小型建機の使用
• 衛星測位できない箇所は

測量器による測位

測位方法
（衛星測位）

測位方法
(測量器）

施工機械
（中型ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ機）

ﾊｰﾌｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）

ナビゲーション

期待する効果

・小型建設機械の使用 【初期費用の抑制】
・機能の絞り込み（MG） 【初期費用の抑制】
・測量機による測位 【利用環境の拡大】

【最適化の目標】
・コスト 従来施工と同等
・生産性 従来施工より向上
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新技術や汎用品を活用し生産性向上を加速

○ 携帯電話のＬｉDAR（Light Detection and Ranging）※機能を使った測量技術や、グリンレー
ザによる水中測量など、さまざまな新技術が開発されてきている。

○ 新技術や汎用製品の利活用方法、導入内容を検討し、「だれでも」「どんなときでも」ICT
を活用できるような環境整備を行い、現場の最適化を実施していく ※光を用いた測距技術

【現場での活用が期待される新技術・汎用製品(例)】

現場小運搬ロボットｸﾞﾘｰﾝﾚｰｻﾞによる水中ﾃﾞｰﾀ点群化携帯電話のLiDAR機能を利用した測量

人に追従する運搬ロボット

鉄筋運搬ロボット
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四国地方整備局

○中小規模工事に対応したＩＣＴ建機の拡大に向け、従来型の建設機械にアドオンで装着可能なシステ
ムの開発・実装が進んでいる。（掘削・整形操作支援）

○自動追尾型TS等の測位機能を活用し
た､マシンガイダンス技術

○通常の建設機械（バックホウ）にプリズ
ムを装着して、作業装置の位置をリア
ルタイムに計測・設計との差分を表示
する。

〇GNSSの受信が困難な市街地や狭隘
な施工箇所でも対応可能。

○機種を問わず後付け可能で、安価に
ICT機能を利用できる。

〇車載モニタのタブレットは、取り外して
出来形管理や施工管理にも利用可能。

出展 (株)トプコン「杭ナビショベル」

出展 コマツ･LANDLOG(株)
「SC レトロフィット」

○RTK-GNSS測位技術を活用した､マシ
ンガイダンス技術

○通常の建設機械（バックホウ）にGNSS
アンテナ及び各種センサーを装着して、
作業装置の位置をリアルタイムに計測・
設計との差分を表示する。

○機種を問わず後付け可能で、安価に
ＩＣＴ機能を利用できる。

情報配信企業

○自動追尾型TSの測位機能を活用した､
マシンガイダンス技術

○通常の建設機械の作業装置に、プリ
ズムを装着して、作業装置の位置をリ
アルタイムに計測・設計との差分を表
示する。

○小型建機にも装着可能

出展 (株)カナモト「Ｅ三・Ｓ」

バックホウへの装着事例

ICT施工対応型建設機械の普及促進に向けた研究開発
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四国地方整備局

○中小規模工事に対応したＩＣＴ建機の拡大に向け、従来型の建設機械にアドオンで装着可能なシステ
ムの開発・実装が進んでいる。（排土板操作支援）

○自動追尾型TSの測位機能を活用した､マシンコントロー
ル技術

○小型バックホウの整地用排土板にプリズムを装着して､排
土板の位置をリアルタイムに計測､設計に合わせ制御す
る。

出展 日立建機(株)「PATブレードMC」

○GNSSや自動追尾型TSの測位機能を活用した､マシンガイダンス
技術

○ブルドーザや小型バックホウの整地用排土板にプリズムを装着し
て､排土板の位置をリアルタイムに計測､設計との差をモニタにガ
イダンスする。

〇締固め回数管理システムにも利用可能。

出展 西尾レントオール(株)
「排土板支援システム」

ICT施工対応型建設機械の普及促進に向けた研究開発
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小規模ICT施工 現場導入までの流れ

○中小建設業にICT施工を普及拡大するため、小規模な建設現場に対応したICT施工技
術の現場導入を目的

○小型建設機械や、スマホなどの汎用機器を活用したICT施工技術について、国総研の
DX実証フィールドにて、その機能・効果などを把握

○中小建設業が導入しやすいコスト的に優れた技術を現場導入

第1回WG 8月27日(金) ・WGの進め方、ICT施工の実施状況など

第2回WG 10月6日(水) ・小規模建設現場に対応した新技術の現場試行
→国総研 建設DX実験フィールドで実施

第3回WG １２月～1月 ・現場試行結果の報告及び要領(案)の提示

第4回WG 2月上旬 ・小規模施工現場 ICT施工要領の提示

R４年4月～ ・小規模ICT施工 現場導入

【今後のスケジュール(案)】
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四国地方整備局
ICT建設機械の認定制度の取組検討

○一般的なICT建設機械として、バックホウ、ブルドーザ、振動ﾛｰﾗ、モータグレーダ等の土工機械の他、路面切削機、地盤改良機などがある。
○ICT建設機械を認定し、認定機械の活用を支援することにより、建設工事におけるICT建設機械の普及促進を図るとともに、企業の設備投
資や新たな建設機械の開発を促す。

○ 平成28年9月12日の未来投資会議において、建設現場
の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示さ
れている。

○この目標に向け、建設現場にＩＣＴ施工を導入しており、ＩＣ
Ｔ施工を取り入れた建設現場においては、従来施工と比
較して、生産性が約３割向上している。

○ＩＣＴ施工を実施するには、測量から、建設機械による施工、
検査に至る建設プロセス全体をＩＣＴ化することが必要とな
るが、ＩＣＴ建設機械の普及率は低く（ＢＨ0.2ｍ３級以上で
約５％）、中小企業におけるＩＣＴ建設機械の活用が進まな
い状況。

○ＩＣＴ建設機械の活用が進めば、それに伴う企業の設備投
資、機械の新規開発が促され、関連企業の成長が期待さ
れる。

ＩＣＴ施工による作業時間短縮効果

■主なＩＣＴ建設機械

■ＩＣＴバックホウ（ＢＨ）の普及状況

ICTバックホウ ICTブルドーザ

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ
48

s883453
線

s883453
線

s883453
線

s883453
線

s883453
線

s883453
線

s883453
線

s883453
線



小規模現場に最適ICT施工機器
技術名 杭ナビショベル ～小規模ICTに最適～

特 徴 ●汎用性があり安価

測量で使う杭ナビからのアップグレードで全ての大きさの重機がマシン
ガイダンスに！

●安定した精度

トータルｽﾃｰｼｮﾝと同等の安定した施工精度を確保

●小規模現場に最適

自動追尾トータルｽﾃｰｼｮﾝなので衛星には左右されず都市部・山間部
でも使用可能

●簡単取り扱い
ローカライズの不要とし、後方交会だけで座標が決まる

概 要 杭ナビ（LN150）をお持ちの方はアップグレードで
マシンガイダンス
～杭ナビは生産性向上の一歩として多く使われている～

杭ナビがあれば測量～施工まで

アップグレード（有償）

通常の測量業務で
使用している杭ナ
ビ

杭ナビを使ってマシ
ンガイダンスを簡
単に可能にした！＋

＜山間部での掘削
＞

＜床掘＞
＜都市部での下水＞

設計データがなくても、
現地で座標観測し簡
単な設計データを作
成しICT建機にて施工
が行える

簡単観測（座標） 面作成
マシンガイダ
ンスにて施工

★どこでも簡単に現場で施工データを作成できる★
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メーカーを問わず
取り付けが可能
メーカーを問わず
取り付けが可能

中型、大型だけでなく
ミニショベルにも対応‼
中型、大型だけでなく
ミニショベルにも対応‼

・ICT土工だけでなくICT小規模土工にも対応

・安価な後付けキットをオールメイクスで提供
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5

スマートコンストラクションレトロフィットは従来機をデジタル化し、施工を効率化する
だけでなく様々なソリューションと連携することでその効果を最大限発揮します
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Confidential©2021  OPTiM Co.

OPTiM Geo Scan

■特徴

本サービスでは、スマートフォンで、測量対象物をスキャンするだけで3次元

測量が実施できるため、誰でも簡単に１人で3次元測量が行えます。

・機材が安い

・事前の研修や申請など準備が不要

・簡単操作で、誰でも、手軽に1人で測量可能

・高精度（検証点誤差±50㎜以内）の3次元データが取得できる

■機能

・スマートフォン内蔵のLiDARセンサーによる３次元データの取得

・GNSSサービスによる高精度位置情報補正

・端末上でのプレビュー機能

・3次元データ取得後クラウドへのアップロード

・国土地理院発行APIの活用による日本測地系（直交座標系）への補正

概要

特徴・機能

スマートフォン端末という汎用デバイスを使って、
誰でも簡単に、
測量対象物をスキャンするだけで高精度な3次元
データを生成することができるアプリケーション
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モバイル端末による出来形計測

特長

技 術 名

概要 LiDARカメラ搭載のモバイル端末で測量対象をスキャンすることで
土木現場で求められる点群データを取得可能とするシステム

■1人で手軽に測量が可能

■測量業務の短縮が可能

LiDAR計測手順・各所要時間

5秒

（計測範囲 L=30ｍ,w=5mで約20分）

①始点マーカー認識 ②始点座標軸確定 ③計測 ④終点マーカー認識

⑤終点座標軸確定 ⑥データ確認 ⑦データのアップロード ⑧ノイズ処理・評価

5～10秒

4～5分

5～10分2～3分

5秒5～10秒

5～10秒

レーザースキャナによる測量では専従作業員2～3名を要する
ことが一般的ですが、本技術ではモバイル端末のLiDARカメ
ラおよび専用アプリを用いてARマーカーを視認し測量対象を
スキャンするだけで測量が実施できるため、ワンマン測量が
可能となります。

測量対象物をスキャンするだけで点群データの取得が可能な
ため、測量時間およびデータ変換等の処理時間が短縮され、
測量業務が縮減可能となります。

構造物スキャンイメージ
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

人材育成
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地方公共団体へのＩＣＴ施工普及に向けた取組

・人材・組織
アドバイザー相談窓口の設立

・ICT施工技術支援者
「県技術センター等の職員」を想定

支援

〇ＩＣＴ施工技術支援者育成取組 （Ｒ２～ ）
・中小建設業におけるICT施工の普及促進にむけて、ICT施工の指導・助言が行える人材・組織を全国各地に育成

＜中小建設業における課題＞
・ＩＣＴ施工に踏み出せない企業が多い
・ＩＣＴ施工に対応できる技術者不足
・ＩＣＴ施工の技術者指導体制がまだまだ不足

＜ICT施工の専門知識を習得＞

・ＩＣＴを活用した施工計画の立案や運用の課題について、
座学や実現場を用いた教育・訓練

★国交省がＩＣＴ専門家を県へ派遣し、「人材・組織の育成」の実施をサポート

○ 各地方整備局において、中小建設業へのICT施工普及に向け独自にアドバイザー制度を創設

○ 現在、６地整で運用中であり、残り３地整においても制度の創設を検討中

○ 一方、アドバイザーの認定基準は定まっておらず、各地整独自に認定している状況

○ このような状況を考慮し、一定の技術及び実績をもった技術者をアドバイザーとして認定する仕
組みを構築し、各地方整備局におけるICT施工普及を支援する

○ なお講習内容、運営体制について、R3・4年度で制度設計を行う

（本運用時の運営主体は、外部の指定機関を想定）

STEP１
中小建設業者のICT施工を支援する人材・組織の育成を実施

・中小建設業に技術支援（アドバイス）を行える仕組みが必要

STEP２
中小建設業の現場所長や監理技術者にICT施工の支援を実施

STEP３
ICT施工のアドバイザー認定資制度の導入

・人材教育教材の作成
（e-ラーニング等）
・e-ラーニング環境の整備
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四国地方整備局

■ 概 要

■ 目 的

ＩＣＴ専任講師制度

受注者が自主的に技術取得や能力向上への取り組みが可能となるようにICTの先駆者を「ＩＣＴ専任講師」として登録し、

必要な時に実践的な支援等が受けられることにより、更なるＩＣＴ活用工事の普及促進を図るとともに、ＩＣＴ施工の内製

化を推進することを目的に設けられました。

http://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/iconstruction/instructor.html
22
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ＩＣＴ専任講師登録制度

【登録要領】

四国地方整備局 i-Construction 推進本部 

四国ＩＣＴ施工活用促進部会 

26



1 

１．背景 

今後、我が国において生産年齢人口が減少することが予想されている中、建設分野に

おいて、生産性向上は避けられない課題である。 

このような状況を踏まえ、国土交通省では、平成２８年を「生産性革命元年」と位置

づけ建設生産プロセス全体で生産性を向上させるi-Construction の取り組みを開始し

た。 

i-Construction の「ＩＣＴの全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期の平準

化」の取り組みは、国土交通省のトップランナー施策として位置づけられている。 

四国地方整備局においては、土工を平成２８年度に本格導入し、平成２９年度から舗

装工に展開し、平成３０年度からは浚渫工（河川）、インフラ空間把握技術を展開し、

ＩＣＴを全面的に活用する工事を推進しているところである。 

起工測量（設計）、施工、出来形管理、検査、及び工事完成図や施工管理の記録や関

係書類について、３次元データを一貫して活用することにより、建設現場に携わる一人

一人の生産性を向上させるものである。また、国土交通省だけでなく、地方自治体や特

殊法人等の公共工事の発注機関への普及が今後の課題となっている。 

２．本制度の目的 

「ＩＣＴの全面的な活用」の受注者が、自主的に技術修得や能力向上への取り組みが

可能となるように、ＩＣＴ技術の先駆者を「ＩＣＴ専任講師」として登録し、必要な時

に実践的な支援等が受けられることにより、更なるＩＣＴ活用工事の普及促進を図ると

ともにＩＣＴ技術の内製化を推進することを目的とする。 

ＩＣＴ技術の活用について、幅広く一般に導入できる状況を目指し、技術面において

サポートするものである。

３．ＩＣＴ専任講師 

（１）内容

ＩＣＴ技術の先駆者をＩＣＴ専任講師として、四国地方整備局i-Construction推

進本部に登録を行い「ＩＣＴ専任講師登録名簿」を四国地方整備局i-Construction

推進本部ホームページ（以下、「四国地整i-Construction HP」という）に掲載する。 

ＩＣＴ技術の支援等を必要とする発注者（自治体や特殊法人等）や受注者（測量

会社、建設コンサルタント会社、建設会社等）が、四国地整i-Construction HPに掲

載する「ＩＣＴ専任講師登録名簿」の内容を参照し、条件に合うＩＣＴ専任講師か

ら相談や助言、技術的指導を依頼する時に参考とすることができる。 

（２）依頼の方法【別紙－１「依頼から実施までのフロー」参照】
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2 
 

ＩＣＴ専任講師への依頼は、受注者が選定したＩＣＴ専任講師を発注者に報告し、

選定したＩＣＴ専任講師へ依頼を行うものとする。（依頼期間は１週間程度とする。）

支援実施までの対応については、別紙－１「依頼から実施までのフロー」に示す手

順で行うものとする。 

なお、受注者が依頼する内容によりＩＣＴ専任講師が支援できない場合があるこ

とに留意するものとする。 

依頼にあたっては以下の条件を標準とする。 

・各依頼についての支援の可否は、各ＩＣＴ専任講師が判断する。 

・パソコンとソフトウェア等の手配は、原則、受注者が行うものとする。なお、

使用するソフトウェアは、ＩＣＴ専任講師と調整の上受注者が選定する。 

・実施において、不利益等が生じた場合は、受注者とＩＣＴ専任講師間で解決

するものとする。 

 

 

４．公募 

（１）公募区分（ＩＣＴ能力区分） 

ＩＣＴ専任講師の登録は、以下に示すⅠ～Ⅳの個々の区分、もしくは２区分以上

の組み合わせによるＩＣＴ能力区分により行う。 

ＩＣＴ能力区分Ⅰ ・・・ ３次元起工測量（測量から点群データ作成） 

ＩＣＴ能力区分Ⅱ ・・・ ３次元設計データ作成 

ＩＣＴ能力区分Ⅲ ・・・ ３次元出来形管理等の施工管理 

ＩＣＴ能力区分Ⅳ ・・・ 総合マネジメント（施工計画） 

※Ⅰ～Ⅲの区分は、「ＩＣＴの全面的な活用」おいて、より専門的なアドバイス等が

実施可能なものする。なお、その区分はさらに使用機器ごとに細分化する。 

※Ⅳの区分の総合マネジメントは「ＩＣＴの全面的な活用」の技術・費用・工期等の

生産性向上についての施工計画などの工事全体的なマネジメントの支援を行うもの

である。 

 

（２）応募資格 

登録できる技術者は、測量会社、建設コンサルタント会社、又は建設会社に所属

し、ＩＣＴ技術に関する専門知識を持ち、４（１）に示す内容の支援を実施できる

者として、以下の条件を満たす者とする。 

１）技術者が所属する会社が、四国地方整備局管内に本店又は支店があること。 

２）工事及び業務（発注機関は問わない）において、過去１０年間に、以下に示

す所属会社と技術者個人の両方の実績を有すること。 

①ＩＣＴ工事又は業務を実施（元請け又は下請け） 

②Ⅰ、Ⅱ、又はⅢのＩＣＴ能力区分における実績 
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3 

※会社の実績かつ技術者の実績をそれぞれ１件以上有すること。

３）提出資料

「登録申請書」と「業務計画書・施工計画書等の実績を確認できる資料」を８．

「ＩＣＴ専任講師登録制度」事務局まで郵送もしくは持参にて提出すること。 

５．受付及び登録【別紙－２「ＩＣＴ専任講師手続きフロー」参照】 

（１）公募受付

公募受付は、随時行う。 

ただし、登録手続きは４月１０日、７月１０日、１０月１０日、１月１０日まで

を締切にしてまとめる。（ただし、土日・祝日の場合はその翌日とする。） 

（２）登録方法

提出された資料は、四国地方整備局i-Construction推進本部 四国ＩＣＴ施工活

用促進部会により登録可否の審査を行う。 

（３）登録通知

応募者に対し、各締切月の月末までに登録・非登録の通知を申請書の連絡先へ郵

送により行う。 

非登録の通知を受けた者は、通知のした日の翌日から起算して５日（土曜日、日

曜日及び休日を含まない）以内に、非登録理由について説明を求めることができる。 

（４）四国地整i-Construction HPへの掲載

登録されたＩＣＴ専任講師は、「ＩＣＴ専任講師登録名簿」【別紙－３参照】に

とりまとめ、登録した翌月の月初めから、四国地整i-Construction HPに掲載する。

（ただし、土日・祝日の場合はその翌日とする。） 

掲載ＵＲＬ：http://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/iconstruction/index.html 

（５）登録期間

ＩＣＴ専任講師の任期は設けない。ただしＩＣＴ専任講師から登録解除の申し出

があった場合は、登録解除が可能とする。 

６．実施状況報告 

ＩＣＴ専任講師は支援実施後、「実施報告書」により実施状況のとりまとめを行い、

発注者を通して「ＩＣＴ専任講師登録制度」事務局まで報告するものとする。 
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７．内容についての質問 

本制度の質問は、８．「ＩＣＴ専任講師登録制度」事務局までとする。 

 

 

８．「ＩＣＴ専任講師登録制度」事務局 

〒７６０－８５５４ 香川県高松市サンポート３－３３ 

四国地方整備局 企画部 技術管理課、施工企画課 

電 話：０８７－８１１－８３１２ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：icon-s88ok@mlit.go.jp  

 

 

（付則） 

本要領は、平成３０年  月  日施行 
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別紙－１ 

依頼から実施までのフロー 

無

有
支援不可能

選定

支援可能

報告 報告

連絡

１週間程度

提出 提出

ＩＣＴ専任講師工事受注者発注者
「ＩＣＴ専任講師登録制度」

事務局

閲覧

ＩＣＴ工事受注

ＩＣＴ専任講師名簿

ＩＣＴ専任講師

日程調整

ＩＣＴ専任講師ＩＣＴ専任講師

支援ＩＣＴ工事実施

支援終了

報告書の作成報告書の確認 報告書の確認

ＩＣＴ専任講師決定

支援必要有無判断

支援の可否判断

工事実施

終了
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別紙－２ 

ＩＣＴ専任講師手続きフロー 

非登録の場合

（締切月の翌月の月初め）

「ＩＣＴ専任講師登録制度」
事務局

ＩＣＴ専任講師公募者
（測量会社、建設コンサルタント、建設会社）

提出

通知
（4月,7月,10月,1月の月末までに）

登録の場合

（4月,7月,10月,1月の10日〆）

資格審査

公募資料作成公募資料確認

審査結果

理由説明要求

登録手続き

ホームページ更新

「ＩＣＴ専任講師登録名簿」公開
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別紙－３ 

ＩＣＴ専任講師登録名簿 

ＩＣＴ専任講師登録名簿

メールアドレス 電話番号 住所 連絡先

Ⅰ.(2)①

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.②

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.②

Ⅰ.(2)① 高知　□□ kochi@******.co.jp

Ⅱ.① 土佐　□□ tosa@******.co.jp

Ⅰ.(2)① 徳島　■■ tokushima@******.co.jp

Ⅰ.(2)② 那賀川　■■ nakagawa@******.co.jp

香川県 ●▲□測量会社(株) 測量会社 Ⅰ.(1)① 高松　●▲□ takamatu@******.co.jp 087-000-0000
〒760-0000

香川県高松市●▲□0-0
●▲□　●▲□

愛媛県 (株)▲□●会社 測量会社 Ⅰ.(1)② 大洲　▲□● oosu@******.co.jp 089-000-0000
〒790-0000

愛媛県松山市▲□●0-0
▲□●　▲□●

応募区分（ＩＣＴ能力区分）

Ⅰ．３次元起工測量（測量から点群データ作成）

（１）公共測量　①ＵＡＶ　②ＬＳ　　　（２）起工測量　①ＵＡＶ　②ＬＳ

Ⅱ．３次元設計データ作成

①３次元設計図の作成　②２次元設計図から３次元設計図の作成

Ⅲ．３次元出来形管理等の施工管理

①ＵＡＶ　②ＬＳ

Ⅳ．総合マネジメント（施工計画）

ブロック

平成●●年●●月●●日現在

四国地方整備局i-Construction推進本部 四国ＩＣＴ施工活用促進部会

連絡先情報
備考ＩＣＴ専任講師名ＩＣＴ能力区分企業区分会社名

建設コンサルタ

ント

建設コンサルタ

ント
(株)□□コンサルタント

■■コンサルタント(株)徳島県

高知県

愛媛県

kagawa@******.co.jp香川　▲□

ehime@******.co.jp愛媛　○●

建設会社(株)▲□建設会社香川県

〒790-0000

愛媛県松山市○●0-0

松山　○● matsuyama@******.co.jp

建設会社○●建設会社(株)

088-000-0000
〒770-0000

徳島県徳島市■■0-0

〒780-0000

高知県高知市□□0-0
088-000-0000

▲□　太郎
〒760-0000

香川県高松市▲□0-0
087-000-0000

■■　■■

□□　□□

089-000-0000

089-000-0000

○●　花子
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募集の名称：ＩＣＴ専任講師登録制度

標記について、登録申請書を提出します。

平成 年 月 日

住所
電話番号
会社名

代表者 印

（連絡者）
郵便番号
住所
担当部署名
氏名
ＴＥＬ
E-mail

（登録技術者）
　氏名 　生年月日

　所属・役職

　企業区分
□-測量会社 □-建設コンサルタント会社 □-建設会社

　ＩＣＴ能力区分

□-Ⅰ.３次元測量（(1)公共測量　□-①UAV、□-②LS）（(2)起工測量　□-①UAV、□-②LS）

□-Ⅱ.３次元設計（□-①３次元設計図の作成、□-②２次元設計図から３次元設計図の作成）

□-Ⅲ.３次元出来形管理（□-①UAV □-②LS）

□-Ⅳ.総合マネジメント

（※該当する区分の□にチェックを入れてください。）

(登録申請書)

１／３ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会34



（会社の実績）
業務名・工事名

工事場所

元請け・下請けの別

履行期間（工期等）

発注機関名

（登録技術者の実績）
業務名・工事名

工事場所

元請け・下請けの別

契約金額

契約金額

履行期間

発注機関名

ＩＣＴ能力区分
□-Ⅰ □-Ⅱ □-Ⅲ □-Ⅳ

業務・工事の概要

担った役割

ＩＣＴ専任講師としての
目標と抱負

（※会社・登録技術者の実績が複数有る場合は、表を追加して記載してください。

２／３ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会35



 ホームページの 　対応可能な取り組み

　　　　　公表内容

　ＰＲコメント

　連絡先

会社名

登録技術者氏名

住所

E-mail

　　※ホームページにて上記内容の公表を了承します。

（会社）

　印

　

（登録技術者）

氏名　 　印

　　　・メールによる技術相談

３／３ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会36



募集の名称：ＩＣＴ専任講師登録制度

標記について、登録申請書を提出します。

平成　○○年　○○月　○○日

住所 ○○○○○○○○○○○○
電話番号 ○○○－○○○－○○○○
会社名 ○○○○(株)

代表者 印

（連絡者）
郵便番号 ○○○－○○○○
住所 ○○県○○市○○町○○－○
担当部署名　○○○○○○○○○○
氏名 ○○　○○
ＴＥＬ ○○○－○○○－○○○○
E-mail ○○○○＠○○．ＣＯ.ｊｐ

（登録技術者）
　氏名 　生年月日

○○　○○ 昭和（平成）○○年　○○月　○○日

　所属・役職
○○○○○○部　○○○○○課長

　企業区分
□-測量会社 □-建設コンサルタント会社 　　　□-建設会社

　ＩＣＴ能力区分

□-Ⅰ.３次元測量（(1)公共測量　□-①UAV、□-②LS）（(2)起工測量　□-①UAV、□-②LS）

□-Ⅱ.３次元設計（□-①３次元設計図の作成、□-②２次元設計図から３次元設計図の作成）

□-Ⅲ.３次元出来形管理（□-①UAV □-②LS）

□-Ⅳ.総合マネジメント

（※該当する区分の□にチェックを入れてください。）

(登録申請書)

ﾚ ﾚ

ﾚ

１／３ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会37



（会社の実績）
業務名・工事名

平成２９年度　○○○○○○○○地区改良工事
工事場所

○○県○○市○○○○
元請け・下請けの別

元請け
履行期間（工期等）

平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
発注機関名

四国地方整備局　○○○○○○事務所
（○○県　○○○土木事務所）

（登録技術者の実績）
業務名・工事名

平成２９年度　○○○○○○○○地区改良工事
工事場所

○○県○○市○○○○
元請け・下請けの別

元請け
契約金額

○○○，○○○，○○○
履行期間

平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
発注機関名

四国地方整備局　○○○○○○事務所
（○○県　○○○土木事務所）

ＩＣＴ能力区分
　　　□-Ⅰ □-Ⅱ □-Ⅲ □-Ⅳ

業務・工事の概要
工事延長　　○○○ｋｍ
工　種　　　○○土工
路体・路床盛り土　○○，○○○m3　
使用機器　　ＵＡＶ（○○○○○）

ほか

担った役割
現場代理人として、起工から竣工まで携わった。
起工測量において、ＵＡＶを飛ばして点群データを取得
し、３次元モデルの作成を行った。

ＩＣＴ専任講師としての
目標と抱負 　自分の持っている技術力を役立てたい。

　仲間を増やすとともに、自己研鑽に努めさらに技術力を高めたい。
　新しいつながりを作り、ビジネスチャンスも広げたい。

（※会社・登録技術者の実績が複数有る場合は、表を追加して記載してください。

ﾚ

２／３ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会38



 ホームページの 　対応可能な取り組み

　　　　　公表内容 　ＵＡＶ測量の実地指導

　ＵＡＶの操作方法の解説

　ＰＲコメント

　ＵＡＶ測量のコツを紹介できる

　連絡先

会社名 　　　　　　○○○○(株)

登録技術者氏名 ○○　○○

住所 　○○県○○市○○町○－○

E-mail 　○○○○＠○○．ＣＯ.ｊｐ

　　※ホームページにて上記内容の公表を了承します。

（会社）

　　　　○○○○(株) 　印

　

（登録技術者）

氏名　 　　　　○○　○○ 　印

３／３ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会39



ＩＣＴ専任講師　実施報告書

1 依頼日

2 対応ＩＣＴ専任講師　会社・氏名

3 依頼者所属　氏名

4 依頼及び問合せ内容

5 対象人数（講習会、現地指導等の場合）

6 有償又は無償

7 アドバイス及び実施内容を記入して下さい。

1 / 2 四国ＩＣＴ施工活用促進部会40



8 実施状況の写真等があれば添付願います

2 / 2 四国ＩＣＴ施工活用促進部会41



ＩＣＴ専任講師　実施報告書

1 依頼日

2 対応ＩＣＴ専任講師　会社・氏名

3 依頼者所属　氏名

4 依頼及び問合せ内容

5 対象人数（講習会、現地指導等の場合）

6 有償又は無償

7

無償

アドバイス及び実施内容を記入して下さい。

●●●・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平成３０年●月●日

株式会社　●●●●

●●(株)　●●部　　●●●●

現場にてUAVを使って３次元測量を行う。監督員を集めて現場勉
強会も行うので、指導をお願いしたい。

６０人

1 / 2 四国ＩＣＴ施工活用促進部会42



8 実施状況の写真等があれば添付願います

　　例）写真を使っての説明会実施の状況報告

●●状況

●●状況

●●状況

●●状況

●●状況

●●状況

勉強会の状況写真を添付 勉強会の状況写真を添付

勉強会の状況写真を添付 勉強会の状況写真を添付

説明会の状況写真を添付 説明会の状況写真を添付

2 / 2 四国ＩＣＴ施工活用促進部会43



ＩＣＴ専任講師名簿

メールアドレス 電話番号 住所 連絡先
Ⅱ.①

Ⅱ.②

Ⅳ.

Ⅰ.(1)①

Ⅰ.(1)②

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅲ.②

Ⅰ.(1)①

Ⅰ.(1)②

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅲ.②

Ⅳ.

Ⅰ.(1)②

Ⅰ.(2)②

Ⅲ.②

Ⅰ.(1)①

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.①

Ⅲ.②

Ⅳ.

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅲ.②

Ⅳ.

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.②

Ⅳ.

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅲ.②

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.①

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅲ.②

Ⅰ.(1)①

Ⅰ.(1)②

Ⅰ.(2)①

Ⅰ.(2)②

Ⅱ.①

Ⅱ.②

Ⅲ.①

Ⅲ.②

Ⅰ.(1)①

Ⅰ.(1)②

愛媛県
(有)協栄調査測量設計
事務所

建設コンサルタ
ント

Ⅰ.(1)① 小野　尚久 t_ono@uckyoei.jp 0893-44-2028
〒791-3310
愛媛県喜多郡内子町城廻561-1

小野　尚久

高知県 (株)相愛
建設コンサルタ
ント

Ⅰ.(2)② 山本　真弘 m.yamamoto@soai-net.co.jp 088-846-6704
〒780-0002
高知県高知市重倉266-2

山本　真弘

応募区分（ＩＣＴ能力区分）

Ⅰ．３次元起工測量（測量から点群データ作成）
（１）公共測量　①ＵＡＶ　②ＬＳ　　　（２）起工測量　①ＵＡＶ　②ＬＳ

Ⅱ．３次元設計データ作成
①３次元設計図の作成　②２次元設計図から３次元設計図の作成

Ⅲ．３次元出来形管理等の施工管理
①ＵＡＶ　②ＬＳ

Ⅳ．総合マネジメント（施工計画）

徳島県 (有)高木建設 建設会社 髙木　司 t_takagi@takagikensetsu.com 0883-63-5665
〒771-2103
徳島県美馬市美馬町字露口84-7

髙木　司

西崎　良測量会社(有)井上測量事務所愛媛県

加納　和幸

徳島県

小笠原　公英測量会社(株)小笠原工務所愛媛県 小笠原　公英
〒790-0931
愛媛県松山市西石井1-3-30

089-956-2627office@oga-cc.co.jp

堀井　良則
〒760-0080
香川県高松市木太町2198番地1

087-833-5211

香川県 西尾レントオール(株) 宮崎　弘樹

(株)山全 建設会社 井上　裕史

令和　２年　８月　１日現在

inoue-88@smile.ocn.ne.jp

0877-25-2422
〒763-0083
香川県丸亀市土器町北2-15

宮崎　弘樹

西崎　良
〒797-0018
愛媛県西予市宇和町下松葉622番地

0894-62-5928

088-665-0399 喜来　崇志
〒771-0134
徳島県徳島市川内町平石住吉209-5

hiroki.miyazaki@nishio-rent.co.jp

井上　裕史
〒778-5251
徳島県三好市池田町白地井ノ久保929-2

0883-74-1670h-inoue@our-yamazen.co.jp

t-koyama@anansokuryo.com古山　忠則

安原　道晴

0884-22-1739
〒774-0045
徳島県阿南市宝田町今市西ヤシキ24番地

古山　忠則

〒770-8006
徳島県徳島市新浜町1-1-30

088-662-0038

0883-52-1621
〒779-3742
徳島県美馬市脇町字西赤谷1063-1

安原　道晴

horii@shikokusokki.jp堀井　良則

kirai@aicon-tokushima.co.jp喜来　崇志

建設コンサルタ
ント

四国測機販売(株)香川県

yasuhara@sbc-1969.co.jp

加納　和幸
建設コンサルタ
ント

(株)昭和コンサルタント徳島県

測量会社

測量会社(株)ビュー設計

阿南測量設計(株)徳島県

徳島県

徳島県 (株)エス・ビー・シー

測量会社

大村　武人 sokuchi@viewsekkei.co.jp

kanou-k@syouwac.v-con.jp

建設コンサルタ
ント

建設会社

四国地方整備局i-Construction推進本部 四国ＩＣＴ施工活用促進部会

ブロック
連絡先情報

備考ＩＣＴ専任講師名ＩＣＴ能力区分企業区分会社名

測量会社(株)あいコンサルタント徳島県

〒771-0136
徳島県徳島市川内町平石古田261番地

088-665-7360 大村　武人

徳島県 （株）井上組 建設会社 浦岡　知範 t-matsuura@k-inouegumi.co.jp 0883-64-3133
〒779-4403
徳島県美馬郡つるぎ町半田字西久保342-3

浦岡　知範
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四国地方整備局

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 令和２年度
施工業者向け 281 356 348 441 137
発注者向け 363 373 472 505 83
合計※ 644 729 820 946 220

■i-Constructionに関する研修

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり
※令和２年度の数値はR3.１月末現在

○ICT施工の未経験者への普及拡大及びICT施工の知見を深めるため、各地方整備局において定期
的に施工業者及び発注者向けの研修や現場見学会等を実施している。

○R２年度はコロナ禍であり、研修回数は減少しているが、無人化施工体験や小型ICT建機を使った操
作講習など新たな取組を実施

各地方整備局でのＩＣＴ施工普及の取組み

講習フィールド＜九州技術事務所＞：講習状況

▲無人化施工（遠隔操作：モニター方式）

▲ＩＣＴ施工（マシンコントロール）

単位：件
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四国地方整備局
ＩＣＴ施工技術講習会2020 in四国 開催概要

主 催 ：四国ＩＣＴ施工活用促進部会（四国地方整備局、四国四県、建設関連協会）

日 程 ：令和２年11月１6日（月）、１7日（火）

場 所 ：四国技術事務所 研修所 及び 屋外試験場

講 習 内 容 ：３Ｄ設計データ・3D点群処理・出来形帳票作成の実務演習（土工）、TS等を用いた出来形計測演習（土工、付帯構造物工）

参 加 者 ：３６名（建設業２４名、コンサルタント６名、リース業１名、発注者5名）

〇日程等

〇開催状況

３Ｄ点群処理

出来形計測

３Ｄ設計データ作成

出来形計測 出来形計測

13:20～14:50 TS等を用いた出来形計測（土工、付帯構造物工）

14:50～15:00

15:00～16:00 ３Ｄ点群処理（土工）

16:10～17:00 出来形帳票作成（土工）

＜　休　憩　・　移　動　＞

17:00～17:15 閉会　・　アンケート

16:00～16:10 ＜　休　憩　＞

10:00～10:10 開会　・　事務連絡

10:10～10:40

10:40～12:20

「ICT施工」概要説明

３Ｄ設計データ作成（土工）

12:20～13:20 ＜　昼　食　・　移　動　　＞

令和3年11月開催予定
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四国地方整備局ＩＣＴ施工経営者講習2019 in四国 開催概要

主 催 ：四国ICT施工活用促進部会（四国地方整備局、四国四県、建設関連協会）

日 程 ：令和元年11月20日（水）

場 所 ：高松サンポート合同庁舎 南館 102会議室

講 演 者 ：(株)川畑建設 専務取締役 川畑氏【山口県光市】
(株)山口土木 常務取締役 松尾氏【愛知県岡崎市】

参 加 者 ：58名
（建設業25名、コンサルタント1名、リース業14名、建設機械メーカ6名、ソフトメーカ1名、発注者11名）

〇日程等

〇開催状況

開会挨拶 会場風景

質疑応答(株)川畑建設 川畑氏

 ICTのモチベーション維持には、事
業承継が必要 ※会社を存続させる

 手厚い支援がある今すぐにでも取り
組むべき

 様々な技術(機器)を繋げ、通信する
(Communication)ことが必要

 新しい技術(情報)を常に入手するこ
とが必要

 常に変化できる体質が必要

人材確保が最重要課題と位置付け、ICTによる若手技
術者の育成方法や技術力向上、社内のICTの専門部
署を設置するなど社内のICT推進体制によるICTのメ
リットなど生産性向上や自社の取り組みについて紹介

ICT機器を積極的に活用し、建設現場及び社内での生
産性を向上させているICT活用推進のトップランナー。
自治体での工事を主体的に実施しており、その積極的
な活用について実体験に基づき生産性向上、働き方
改革について紹介

13:20　～　13:30 企画部長　佐々木 政彦

14:50　～　16:00

株式会社　山口土木

常務取締役　松尾 泰晴 氏

専務取締役　川畑 大樹 氏

株式会社　川畑建設

13:30　～　14:40

開会挨拶

第２章

第１章

講師

講師

(株)山口土木 松尾氏

令和3年12月開催予定
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発注型式
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四国地方整備局
ＩＣＴ活用の工事区分等

単独 発注者指定型 施工者希望Ⅰ型 施工者希望Ⅱ型
1 ICT土工 ○↑1,000ｍ3 ○ ○ ○
2 ICT舗装工 ○↑3,000ｍ2 ○ ○ ○
3 ICT浚渫工 ○(－) ○ ○ ○
4 ICT地盤改良工 ○(－) × × ○
5 ICT法面工 ○(－) × × ○
6 ICT舗装工(修繕工） ○(－) × ○ ○
7 ICT付帯構造物設置工 × ー ー ー
8 作業土工(床堀） × ー ー ー
9 ICT構造物工 試行

発注者指定型 施工者希望Ⅰ型 施工者希望Ⅱ型

1 ICT土工
３億円↑

６千万円・１万ｍ3↑
６千万円・１万ｍ3↓

3000ｍ3↓ 3000ｍ3↓

2 ICT舗装工
３億円↑
１万ｍ2↑

３億円↓
１万ｍ2↑

３億円↓
１万ｍ2↓

3 ICT浚渫工 ３億円↑
B↑

３億円↓
２万ｍ3↑

C

３億円↓
２万ｍ3↓

4 ICT地盤改良工 × × ○

5 ICT法面工 × × ○

6 ICT舗装工（修繕工） × １万ｍ2↑ １万ｍ2↓

7 ICT付帯構造物設置工 × ー ー

8 作業土工(床堀） × ー ー

○ 対象工事 × 対象外工事

11



四国地方整備局

土工量

(m3)

2万

1.5万

1万

0.3万

0 1億 2億 3億 予定価格（円）

発注方式（土工）（現行）

発注者指定型

施工者希望型Ⅰ型

施工者希望型Ⅱ型又は簡易型

発注者指定型の拡大

＜Ｒ２までの発注方式＞ ＜見直し後の発注方式＞

○ 発注者指定型については、6千万円以上かつ10,000m3以上の土工事を拡大対象範囲とする。
○ 施工者希望型Ⅰ型については、3,000m3以上の土工事を対象。【現状維持】

0.6億

土工量

(m3)

2万

1.5万

1万

0.3万

0 1億 2億 3億 予定価格（円）

発注方式（土工）（改定案）

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型又は簡易型

C

発注者指定型拡大

Cランク業者への
拡大

対象

12



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

インセンティブ
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四国地方整備局
ICT活用のインセンティブ及び積算改定

◆ 企業評価 （その他企業評価）で加点（施工者希望Ⅰ型）

評価の視点 評価項目 評価点

そ
の
他
企
業
評
価

災害時等の対応
災害時の事業継続力の評価 5

災害時の復旧支援体制 5

地理的条件

地域内での拠点 5

鋼橋等製作工場の体制 5

AS舗装施工体制 10

ICT技術評価 ICT技術の全面的活用※ 5

週休2日工事の実績 週休2日履行証明書の評価 最大３

技能者等の活用
登録基幹技術者の活用 5

河川維持管理技術者等の活用 5

◆ 技術者評価で加点（発注者指定型・施工者希望Ⅰ型）

１．総合評価

評価の視点 評価項目 評価点

技
術
者
の
能
力
等

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み
状況

配置予定技術者のＣＰＤ（継続教育）等 5

配置予定技術者の施工経
験

主任（監理）技術者等又は担当技術者としての同種工
事の施工経験

10

工事成績評定点 配置予定技術者の同種工事の評定点 30

優良工事表彰 優良技術者表彰の有無 5

ＩＣＴ全面活用工事の実績 ＩＣＴ活用証明書の有無 ２

◆ 主任監督員で加点

工事成績 評価項目 評点

全面的活用 ※5つのプロセスを全て活用 2

部分活用 ※最低限3次元データプロセスを活用 1

現 行 R2改定
※直接工事費 約１億円の河川工事の場合、約200万円（1.3%）増額

※5つのプロセス：下記項目①～⑤

※3次元データプロセス：下記項目②④⑤

１．総合評価

２．工事成績

３．積算

③

21

s883453
楕円

s883453
楕円

s883453
楕円
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

補助金・支援制度等

49



区分 制度 対象 実施機関 問い合わせ先 ＨＰ

補助
金

①

ものづくり・商業・サー
ビス高度連携促進事
業

事業者間でデータを
共有・活用すること
で生産性を高める高
度なプロジェクトを支
援

購入費
https://www.nttdata-strategy.com/r3tousyo-

monohojo/

https://www.nttdata-

strategy.com/assets/pdf/r3tousyo-

monohojo/r3_setsumeikai.pdf

②

ものづくり・商業・サー
ビス生産性向上促進
事業（ものづくり補助
金）

生産性向上に資する
革新的サービス開
発・試作品開発・精
算プロセスの改善を
行うための設備投資

購入費

－ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_f

y2019/hosei/pdf/hosei_yosan_pr_0130.pdf

https://seisansei.smrj.go.jp/

http://portal.monodukuri-hojo.jp/about.html

https://www.it-hojo.jp/applicant/③

サービス等生産性向
上IT導入支援事業（IT
導入補助金）

ＩＴツールのソフト本
体、クラウドサービス、
導入教育費用他

購入費

－

人材
育成 ④

人材開発支援助成金 ICT土工をはじめと
する特定訓練の経
費や賃金補填

研修費
賃金補
填

職業能力開発促
進センター等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b

unya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-

1.html

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/0

00807259.pdf

補助金・税制・融資等支援一覧

申請受付中

8次申請受付

令和3年8月17日～
令和3年11月11日迄

3次申請終了 4次予定

令和3年4月7日～
令和3年11月中

令和３年１０月時点

公募終了
（次期公募未定）
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https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000807259.pdf
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区分 制度 対象 実施機関 備考

税制
優遇

⑤
中小企業等経営強化
法

生産性が年平均３％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

固定資
産税

市町村
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisans

ei/index.html

⑥
中小企業経営強化税
制

生産性が年平均１％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

法人税、
所得税、
法人住
民税、
事業税

国（法人税、所得
税）、都道府県
（法人住民税、事
業税）、市町村
（法人住民税）

https://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy20

21/zeisei_k/pdf/zeiseikaisei.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/t

ebiki_zeiseikinyu.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/do

wnload/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei_su

mmary.pdf

⑦
中小企業投資促進税
制

建設機械、情報化施
工機器 等

低利
融資

⑧ IT活用促進基金
情報化施工機器の
購入・賃借

購入・
賃借

(株)日本政策金
融公庫

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsiki

n_m_t.html

⑨
環境・エネルギー対
策資金

建設機械 購入
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kank

youtaisaku_t.html

補助金・税制・融資等支援一覧

令和4年度末まで

令和３年１０月時点
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https://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2021/zeisei_k/pdf/zeiseikaisei.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/tebiki_zeiseikinyu.pdf
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企業間連携型 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ効率型
補助率 1/2以内 2/3以内
上限額 100万～2,000万 100万～1,000万

i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ICT施工
人材育成

ものづくり・商業・サービス高度連携促進
事業

人材開発
支援助成金

② ①

④ソフト ハード 人材

補助率1/２以内
上限額4５0万

補助率6/10以内
及び賃金助成

※１中小企業生産性革命推進事業

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（ものづくり補助金）

補助率２/３以内、上限額1,000万

サービス等
生産性向上
IT導入支援
事業(IT導入
補助金2021)

③

※１

詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

※２

※２複数の事業者にて連携することが前提

令和３年１０月時点

補助率2/3以内
上限額4５0万

通常枠（AB型）

特別枠（CD型）

更新

更新

63
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ICTシステム機器導入

i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ソフト ハード

ハード

※２ 中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上
計画に基づく税制措置

⑨環境・エネルギー対策資金
（低利融資）

⑧IT活用促進資金
（低利融資）

⑥【国税】中小企業経営強化税制※２

即時償却又は取得価格の１０％税額控除

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

⑦ 【国税】中小企業投資促進税制
特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

3年間 ０～2分の１に軽減

⑤【地方税】固定資産税の特例※１

※１ 中小企業等経営強化法に基づく税制措置

令和３年１０月時点
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 中小企業が事業者間でデータ共有・活用し生産性を高める取組に対し補助を行う。

ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業

1.企業間連携型

補助上限額

：１００万～２，０００万/者

補助率

：１/２～２/３ ※2

①

複数の中小企業が事業者間でデータ共有し、
連携体全体として生産性の向上を図るプロジェ
クト及び地域未来投資促進法に基づく地域経
済牽引事業計画の承認を受けて連携して新しい
事業を行い、地域経済への波及効果をもたらす
プロジェクトを支援

2.サプライチェーン効率化型

補助上限額

：１００万～１，０００万/者

補助率

：１/２～２/３ ※４

幹事企業・団体等（大企業含む）が主導し、
中小企業・小規模事業者等が共通システムを
全面的に導入し、データ共有・活用によってサプ
ライチェーン全体を効率化する取組等を支援

最新の情報、詳細につきましては、
問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

※1 連携体は２～５者により構成

※２ 中小企業 １／２以内
小規模企業者・小規模事業者 ２／３以内

※３ 連携体は2～10者により構成

対象となる条件（共通）
以下の事業計画の策定及び実行
・付加価値額 ＋３％以上／年 ・給与支給総額 ＋１．５％以上／年
・事業場内最低賃金＞地域別最低賃金＋３０円

※４ 中小企業 １／２以内
小規模企業者・小規模事業者 ２／３以内

令和３年１０月時点

公募終了
（次期公募未定）
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 中小企業生産性革命推進事業

中小企業生産性革命推進事業（ものづくり補助金、IT導入補助金）

ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進事業（ものづくり補助金）

補助上限額 ：１,０００万

補助率 ：１/２～２/３ ※１

サービス等生産性向上IT導入支
援事業（IT導入補助金2021）

Ａ類型 （導入業務プロセス２以上）
補助額 ：３０～１５０万未満

中小企業が生産性向上を実現するためバックオフィス業務
の効率化等に資するＩＴツールの導入を支援

ソフトウェアを導入する業務プロセスの数により「Ａ類型」か
「Ｂ類型」を選ぶ

「Ｃ・Ｄ類型」はPCタブレット等のレンタル費用も対象

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に
必ず確認して下さい。！

※1 中小企業 １／２
小規模企業者・小規模事業者 ２／３

②

中小企業・小規模事業者が行う革新的な生産性プロセ
スの改善等に必要な設備投資等を支援

③

Ｂ類型 （導入業務プロセス５以上）
補助額 ：１５０～４５０万以下
補助率 ：１/２ （通常枠）

8次申請受付 令和3年8月17日～11月11日迄

対象となる条件（共通）
以下を満たす３～５年の事業計画の策定及び実行
・付加価値額 ＋３％以上／年
・給与支給総額 ＋１．５％以上／年
・事業場内最低賃金＞地域別最低賃金＋３０円

通年で公募（３ヶ月おき「9次申請」まで行う予定）

4次申請受付
令和3年4月7日～11月17日迄

通常枠

特別枠（低感染リスク型ビジネス枠）

Ｃ類型 （低感染リスク型ビジネス類型）

補助額 ：３０～４５０万以下
Ｄ類型 （テレワーク対応型）

補助額 ：３０～１５０万以下
補助率 ：２/３ （特別枠）

令和３年１０月時点
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人材開発支援助成金

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

【人材開発支援助成金】

 職務に関連した専門知識及び技能取得費用を助成

※研修事例（ICT土工）

１ 安全衛生（4時間）
①研修ガイダンス
②災害事例
③まとめレポート作成

２ ＩＣＴ概論（3時間）
①ＩＣＴ土工概要
②ＩＣＴ施工管理法

３ 起工測量（16時間）
①ＵＡＶの概要
②ＵＡＶ等による起工測量実習
③写真点群データ作成実習

４ ＩＣＴ施工（16時間）
①ＩＣＴ施工実習
②３次元出来形管理実習

５ 関係法令（2時間）
①公共測量におけるＵＡＶ安全基準

・ 6日間
・ 受講費用：約35万円

【助成額計算例】
41h×960円=39,360円
350,000×0.6=210,000円
計 249,360円

支給対象となるコース

特定訓練コース

・職業能力開発促進センター等が実施する在職者訓練（高
度職業訓練）、事業分野別指針に定められた事項に関する
訓練 、専門実践教育訓練、生産性向上人材育成支援セン
ターが実施する訓練等

・採用５年以内で、 35 歳未満の若年労働者への訓練

・熟練技能者の指導力強化、技能承継のための訓練、認定職
業訓練

・海外関連業務に従事する人材育成のための訓練

・厚生労働大臣の認定を受けた OJT 付き訓練

約25万円

④

令和３年１０月時点

67



必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1

・「先端設備等導入計画」の申請書・認定書

対象となる要件
・最新モデルであること（新車・新品）
・発売から10年以内（機械設備/建設機械） 5年以内（器機/測量機器)
・１６０万以上(建設機械） ３０万以上（測量機器等）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※1

固定資産税優遇措置

最新の情報、詳細に
つきましては、問合せ
窓口に必ず確認して
下さい。

！

⑤
3年間 ０～2分の１に軽減

【地方税】 固定資産税の特例

 中小企業等経営強化法による固定資産税減免を受けられる。

「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村に所在する
中小企業で、「経営革新等支援機関」による「先端設備等
導入計画」の事前認定を取得すること。

１，６５４ の自治体が、
固定資産税ゼロの措置を実現
（令和３年３月末時点）

先端設備導入に伴う固定資産税
ゼロの措置を実現した市区町村

「導入促進基本計画」は各市
町村により異なります、各市区
町村固定資産担当窓口で必
ず確認して下さい。

！
出典 中小企業庁ＨＰより

https://www.chusho.meti.go.jp/ke
iei/seisansei/2021/210506seisanse
i_03.pdf

令和３年１０月時点
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 中小企業等経営強化法による、法人税
減免の減免を受けられる。

法人税減免措置

【国税】 中小企業経営強化税制

即時償却又は取得価額の税額控除

即時償却 税額控除

購入初年度に
取得価額の

１００％償却
取得価額の７％

取得価額の１０％

又は

資本金3,000万円超～1億円以下

資本金3,000万円以下

⑥ ⑦
特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

【国税】 中小企業投資促進税制

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1

・「経営力向上計画」の申請書・認定書 ※2

対象となる要件(⑥）
・一定期間内に販売されたモデル（中古品は対象外）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※１
・担当省庁より発行される「経営力向上計画」の事前認定 ※2
・１６０万以上(建設機械） ７０万円以上（ソフトウェア等）
３０万以上（測量機器等）

特別償却 税額控除又は

資本金3,000万円以下

資本金3,000万円超～1億円以下

取得価額の７％購入初年度に
取得価額の

３０％償却

購入初年度に

取得価額の３０％償却

特別償却

 中小企業投資促進税制では、法人税
減免の減免を受けられる。

対象外の業種があります。！

対象となる要件(⑦）
・１６０万以上(建設機械）
７０万以上（一定のソフトウェア 事業年度内の取得価額の合計７０万以上）
１２０万以上（測量機器等事業年度内の取得価額の合計120万以上）

令和4年度末まで

令和３年１０月時点
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 IT活用促進資金

低利融資制度

ICT施工機器の購入・賃借⑧ ⑨
基準利率、特別利率

各種環境対策型建設機械の購入

貸付対象はMC/MG機器やＴＳ／GNSS、TLS

等のICT機器と取付改造費

 環境・エネルギー対策資金

・建設機械は含みません。
・賃貸業は対象外。！

新車で販売中のICT建機はオフロード法基準適合
車です。低炭素型建設機械、燃費基準達成建設機

械の認定の有無はﾒｰｶ等に確認して下さい。！

貸付対象は各種環境対策型建設機械の購入費

中小企業事業(限度額7億2千万） 国民生活事業(限度額7千2百万）

基準利率 1.11%

特別利率① 0.71%

特別利率② 0.46%
（5年超6年以内、令和3年8月）

基準利率 2.06～2.45%

特別利率A 1.66～2.05%

特別利率B 1.41～1.80%
（担保不用の貸付、令和3年8月）

標準的な利率のため
詳細は最新情報を制
度紹介HPや窓口に
確認して下さい。

！

○排出ガス対策型建設機械
○オフロード法基準適合車
○低炭素型及び燃費基準達成建設機械

○貸付金額が４億円を超える場合は、基準利率

基準利率、特別利率

中小企業事業 国民生活事業

4億円まで
基準金利

特別金利①

基準金利

特別金利A

4億円超 基準金利 基準金利

令和３年１０月時点
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四国地方整備局四国地方整備局におけるインフラＤＸ推進体制の構築

10

四国地域において、地域住民のニーズを基にデータとデジタル技術を活用し、社会資本整備や公共サービスの

改革を推進すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や四国地方整備局の文化・風土や働き方を

改革し、建設業の生産性の向上を図ると共に、インフラへの国民理解を促進し安全・安心で豊かな生活を実現

するため、各部局が横断的に連携してインフラ分野のＤＸを推進することを目的に、「四国地方整備局インフラDX

推進本部会議」を設置する。

四国地方整備局インフラDX推進本部会議
※既存「i-Construction推進本部会議」を改編
［本部長］局長 ［副本部長］次長、次長（兼総務部長）
［本部員］企画部長、建政部長、河川部長、道路部長、港湾空港部長、営繕部長、用地部長、統括防災官

四国地方整備局インフラDX推進本部会議幹事会
［幹事長］企画部長 ［副幹事長］企画調査官
［幹事］総括調整官（建設）、広報広聴対策官、技術調整管理官、技術開発調整官、建設産業調整官、河川情報管理官、道路情報管理官、

事業計画官、官庁施設管理官、用地調査官、総括防災調整官、四国技術事務所長、高松港湾空港技術調査事務所長

イ
ン
フ
ラD

X

推
進
部
会

河
川
部
会

道
路
部
会

港
湾
部
会

防
災
部
会

四国ICT施工活用促進部会

インフラDX人材育成センター

四国地方公共工事品質確保推進協議会

総合評価委員会

四国地整新技術活用評価委員会

関係業界団体
大学、高校
県市町村

営
繕
部
会

建
政
部
会

総
務
部
会

用
地
部
会

連携

連携
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四国地方整備局四国地方整備局インフラＤＸ 今後の取り組み内容

令和３年度の取り組み内容

14

①四国地整インフラDX推進本部会議を開催し検討体制を確立（本日）

②年度内に四国地整全体として取り組む「インフラDX推進計画
（各部会のロードマップ R３～７）」を策定

★中でも、地域の建設業及び国・県・市町村の技術者のために、

・年内に、「インフラDX人材育成センター」の整備計画（案）
及び研修等計画（案）を策定

・関係業界団体、大学等及び県・市町村と連携し、方向性を検討
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四国地方整備局
四国インフラDX 人材育成センターの概要案
ーの概要（案）

点検支援技術

ICT施工
ICT施工技術講習会

BIM/CIM研修 人材育成センターでの実施目標

■令和3年度の実施内容
BIM/CIM研修
UAV研修
ICT施工技術講習会
人材育成センター整備方針の検討
■令和4年度以降「更なる効果体感・体
験の充実を目指し」検討
研修・講習会のグレードアップ
手軽に始められる小型ICT建機等の
体験を通じた講習会
3次元モデルの利活用技術の習得
民間企業等の最新技術の体験

※各部会等で生じる人材育成メニュー
を随時追加

※実施方法は、出前キャラバンや
webinarによる実施も検討

■令和3年度の研修等の計画

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等での測量

BIM/CIMモデルの操作

◆監督検査の非接触化・リモート化等

◆日常管理や点検等の
効率化・高度化

管理

測量

施工

設計

UAV研修

遠隔臨場 出来形管理交通障害の自動探知等

ICT施工技術講習会
◆測量・調査の高度化・効率化

設計（干渉チェック）
◆3次元設計

◆ICT施工
R3年度の実施研修

建設生産プロセス全体（測量・設計・施工・維持管理）での３Dデータ・デジタル技術の活用を促進
地方公共団体を含む発注者・受注者を対象に、デジタル技術の知識習得（研修・講習、体験施設等）の場を提供

VR等を活用した
最新技術を体験

技術力の底上げをサポートし、
ICT技術活用の裾野を広げるととも
に、建設業界を目指す人材の輪を
広げるために。
「手軽に始められるICT技術の
効果体感」

「３次元設計図作成の技術支援」
「小型ICT建機での体験」等を通じ
ICT活用の裾野を広げる。

35

UAVでの河川・ダム巡視等

位置情報の精度向上による
道路管理の効率化等
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ICT成果のさらなる活用
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四国地方整備局建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体
を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

○○km

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信

19



22

・施工管理に関わるソフトで作成した工事帳票を、PDFファイルで吐出しし、ASPにアップロードしており、システム間
の連携がとれていない
・計測したオリジナルのデジタルデータが保管されず、維持管理等において活用できない

○建設現場の監督・検査に用いるデータを一括して取り扱うプラットフォームを構築し、ペーパーレス化・オンライ
ン化を行い、納品、施工後の維持管理までのデータ管理の効率化を推進

○令和３年度は、関係者と開発の方針を調整し、システムの基本計画の立案、システムの基本設計を行う

○令和４年度以降は、システムの試作と試行を行い、実装を目指す

ICTプラットフォーム ：情報共有システム（ASP）や民間のクラウドサービス等を連携し、デジタルデータの受渡しができる協
調領域。「官民共有ストレージ」「民間データへのリンク機能」「認証基盤」等の機能を有する。

●現状と課題

ICT施工の更なる効果向上のための取り組み展望
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